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Abstract: The whole total distribution map of the volcanic ash fall deposit in Japan was summarized
with the data base under the program of the “Research on volcanic ash fall hazard assessment and risk
management for industrial location” and the “Impact analysis on the volcanic ash-fall in the metro-
politan area”. The heavy ash fall will cause the serious disaster of course, but well developed area also
suffered heavy economical damage by even a thin deposit of volcanic ash. Around five hundred distri-
bution maps of the volcanic ash fall deposits in Japan in these three hundred thousand years were
collected. The first work is to redraw the isopach map completely for each unit, because major of the
isopach map in the literature were not perfect in shape. The redrawing for each contour line was
carried out mathematically to extend each semicircular curve to make a close circle automatically.
The redrawn isopachs were reserved as a digital data and the thickness of the deposit between each
contour line for around each one kilometer mesh, which is authorized by the third Digital National
Land Information system in Japan, were calculated by logarithmical proportional allotment. The worked
area was from 24 to 46 degree in the north latitude and from 123 to 149 degree in the east longitude.
The name of the volcano, unit name and its alphabetical abbreviation, age of the eruption, and the
references, of each ash fall unit were summarized as a data base for each mesh. So it is possible to
show the thickness of each ash fall unit for each one kilometer mesh. For example Haneda airport and
Narita airport were estimated to be suffered the 8.7 and 3.2 centimeters ash fall from Fuji volcano in
1707 respectively. And also it is easy to find the ash fall disaster history for anywhere and any munici-
pality, cities and towns, which number is around two thousand, in Japan. For example the municipal
office building of the Tokyo Metropolitan in Shinjuku has been suffered three, five, and seventeen
times air fall ash in these one thousand, ten thousand, and a hundred thousand years, respectively, and
the thickness of the deposit for each periods are also able to be shown using the data base.
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要　旨

　降下火山灰は，少量であっても，産業活動の中心で
ある大都市も含めた広範囲にわたり大きな災害をもた
らす可能性があるが，これまで，その総括的評価はな
されていなかった．本研究では，わが国の降下火山灰
の分布に関する既存の公表資料を整理し，補間等を行
うことによって，火山灰の等層厚線図を完成させ，火
山灰名，噴出火山名，噴出時代，文献等を整理し，ディ
ジタイズ化及びデータベース作成を行った．収録した
火山灰のユニットは，551 であり，作成されたデータ
ベースから，国土数値情報の第 3 次メッシュ，すなわち
約 1 km メッシュごとの各火山灰の名前，噴出年代，層
厚などの情報が引き出せるようにした．本研究で作成
した降下火山灰のデータベースは，国土数値情報に基
づいているために，各地方自治体のデータを取り出す

ことが容易である．今後のスムーズな情報の提供を，
電子情報等を通じて行う予定である．
　

１．はじめに

　これまでの火山及び火山灰の研究は，特定の火山が
主役であって，火山の噴火史や形成史に重きが置かれ
ていた．本研究を含む全体計画，すなわち「産業立地
に関わる火山災害の影響評価及びリスクマネジメント
の研究」（工業技術院競争的特別研究制度による），及
び「大都市における火山灰災害の影響予測評価に関す
る研究」（運輸施設整備事業団及び鉄道建設・運輸施設
整備支援機構の基礎的研究推進制度による）は，被災
地域が主役であり，火山から遠く離れていても甚大な
被害が発生することが想定される，産業活動の中心で
ある大都市の火山灰災害の評価を行うことを主たる目
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的とするものである．これらの研究では，これまで大
都市においてほとんど考慮されていなかった火山灰災
害の影響を的確に評価し，リスクマネジメントを行う
ことにより，産業活動全体のコストダウンを計ること
を最終的目標にかかげている．
　近年わが国では，産業活動に大きな打撃を与える火
山灰災害は発生していない．しかしながら過去の噴火
災害の歴史から判断すると，その確率は必ずしも著し
く低いわけではない．1980 年の米国セントヘレンズ火
山の噴火や 1991 年～ 1995 年の雲仙普賢岳の噴火では，
火山灰により産業界も被害を受けた．1991 年のフィリ
ピンのピナツボ火山の噴火では，火口から 20 ～ 30 km
離れた地点では火山灰の厚さは 10 ～ 20 cm であったが，
一般家屋のほか教会，バスターミナル，米軍施設など
の近代的建築物の倒壊や車両の故障，航空機の飛行が
不可能になるなどの多くの被害が出た．また，火口か
ら約 100 km 離れたマニラ首都圏の国際空港は，わずか
4 mm 程度以下の厚さの火山灰が堆積しただけであった
が，10 日間の空港閉鎖を余儀なくされ，大きな経済的
被害を受けた．100 km という距離は，富士山と東京都
心との間の距離に相当する．また，2002 年には，イタ
リアのエトナ火山とエクアドルのレベンタドル火山の
噴火により，カタニアとキトの国際空港などがそれぞ
れ長期にわたり閉鎖される事態が生じた．注目すべき
ことは，それぞれの火山灰の堆積量はともにごく少量
であったことである．長く堆積物として残るような量
ではなかった．
　富士山の宝永噴火時に，横浜で約 10 cm，江戸でも数
cm の火山灰の堆積があったために，そのような厚さ以
上でのみ災害が発生すると誤解されている傾向がある．
鹿児島市では，厚さ 1 mm のオーダーの火山灰の堆積が
あっただけでも，特に商業活動が著しく低下するため
に，除灰の要望が出され，ロードスイーパー等が出動
する．阿蘇山では，湿った火山灰の，厚さ 1 mm の堆積
域と電気施設の損傷による停電発生箇所が一致した報
告例がある（渡辺，2001）．このように一般的な火山灰
災害の特徴として，他の火山災害に比べて著しく広範
囲が被災する可能性があること，被災地が火山の近辺
に限らないので産業活動の中心である大都市が被災す
る可能性があること，それまで火山災害を全く想定し
ていない地域が被災する可能性があることなどがある．
また，本報告を含む研究計画全体では，火山灰災害に
ついて一般への理解を広げる目的のためにも，首都の
すぐ近くにある富士山をモデル火山として取り扱った．
　なお，一般的に降下火山灰でどのような災害が発生
してきたかについては，新聞記事の取りまとめがなさ
れている（須藤，2004a）ほか，当該地域では想定外の
降下火山灰に見舞われた例として三宅島 2000 年噴火の
事例調査結果がある（須藤，2004b）．

　本研究では，わが国の降下火山灰の実態を明らかに
するために既存データの収集と整理を行い，さまざま
な表示を試みた．本研究で作成したわが国の火山灰降
下実績図及び降下火山灰のデータベースは，全国を網
羅するもので，外国にも完成例はない．これにより，住
民，交通運輸及び防災関係者，各種産業従事者等が，そ
れぞれの地点における過去の火山灰堆積量やその時代
などの情報に容易にアクセスできるようになる．

２．わが国の降下火山灰のデータ収集

　降下火山灰に関する既存の公表資料には，等層厚線
が表示されている場合もあるが，特定地点の層厚のみ
が表示されている場合などさまざまな表示方法がある．
本研究では，降下火山灰の分布図を図形的に処理する
ことによって，その実態を広く一般にも理解されるよ
うなデータベースとして迅速に作成することとした．
そのために，データを取得する降下火山灰は，公表さ
れた既存の文献にその分布が等層厚線図として描かれ
ているユニットのみを対象とした．
　既にわが国の火山灰については，「火山灰アトラス」
（町田・新井編，1992）が作成され，137 のユニットの
データがまとめられている．今回は，それ以降の資料
も含め，計 551 の火山灰ユニットの等層厚線図を収集し
た．年代等のデータについては，町田・新井編（2003）
を含め，適宜新たな資料も参照した．
　今回対象とした降下火山灰は，日本国内の 80 火山と，
国外の 2 火山（鬱陵島と白頭山）から噴出したものであ
る．第 1 表に火山のリストと火山灰のユニットの数を，
第 1 図に火山の位置をそれぞれ示す．
　データを収集した火山灰のユニットの一覧を付表 1
に示す．資料収集の対象とした文献は，原則として，一
般に入手が可能なもので，2003 年当時までに得られた
ものとした．
　火山によっては，細分されたユニットごとの等層厚
線図と，いくつかのユニットをまとめた等層厚線図の
両方が示されている場合がある．それらについては，
火山灰分布パターンの統計的な処理に有意義であるた
めに，すべてのデータを収録した．逆に，多くのユニッ
トからなることがわかっている場合でも，等層厚線図
としてはそれらをまとめた 1 例のみが示されている場合
はそれを収録した．したがって，第 1 表中のユニットの
数が各火山の火山灰噴出の活動度を直接表しているも
のではない．
　桜島火山では，特に 1955 年以降，多量の火山灰が頻
繁に周辺に降りそそいでいる．しかしながら，それら
については，引用できる等層厚線図は公表されておら
ず，本報告では取り扱っていない．
　町田・新井編（2003）には，本報告で採録した等層
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厚線図が示されている 137 の降下火山灰ユニット以外
に，更に 110 余りのユニットについての名称や特徴など
の資料が示されている．しかしながら，それらについ
ては，文献中に等層厚線図が示されていないので，本
報告には取り上げられていない．

３．降下火山灰分布図データの整理

3.1　各等層厚線の完成

　既存の公表資料中の等層厚線図を国土地理院発行の
50 万分 1 地方図または 20 万分 1 地勢図に移写し，ディジ

タイズ入力を行った．
　既存の公表資料に記載されている等層厚線（以下，
既存等層厚線とする）図は，1）線が閉じていないこと
がある，2）本数が十分にないことがある，3）各層厚
測定点の厚さから等層厚線を描くまでの間に各原著者
の考え方が強く反映されることがあるなど，層厚分布
図を完成させるまでの過程で何らかの作業が必要なも
のが多い．本作業では，等層厚線は火口を何らかの基
準点とした円または楕円などの滑らかな閉じた曲線を
描く，複数の等層厚線は互いに交差しない，層厚値は
火口から離れるにしたがい小さくなるものとし，以下

第１表　火山灰噴出火山一覧．
　　　　　本研究で引用した各火山の火山灰のユニット数も示す．
Table 1    List of the volcano which was described in this report with the number of the ash fall unit.
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のような図学的な処理を施して未完成の各等層厚線を
補間した．
　1）距離データの作成：火口から既存等層厚線までの
距離を，火口を中心に 1 度刻みで測定し記録した．以
下，8）を除く作業は，角度 1 度ごとに行った．
　2）完全に閉じていない既存等層厚線の両側，すなわ
ちより層厚の薄い側と厚い側に既存等層厚線が描かれ
ている場合は，両側の等層厚線との距離の比が一定に
なるように閉じていない既存等層厚線を延長した．第
2 図（1）において，x : y = a : b となるようにした．
　3）完全に閉じていない既存等層厚線の内側，すなわ

ちより層厚の厚い側にのみ閉じた既存等層厚線が描か
れている場合は，その終端付近での火口からの距離と
層厚との関係を求め，その角度ごとの変化が等差的で
ある場合はその差により，等比的である場合はその比
により延長し外挿した．第 2 図（2）において，角度ご
との変化が等差的である場合は x = e + (c - d) / 2 + (a -
b) / 2，等比的である場合は，x : e = c : d となるように
した．この手法は，0 cm の等層厚線まで適用した．す
なわち，3 本の等層厚線がある場合の 4 本目の等層厚線
は，第 2図（3）において，角度ごとの変化が等差的で
ある場合は x = ( a + b )  / 2，等比的である場合は，x : a

Fig. 1

第 1 図　本研究で取り扱った火山灰を噴出した火山の位置図．
   Locality of the volcanoes which were described in this report.
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= a : b となるようにした．
　4）完全に閉じていない既存等層厚線が単独で描かれ
ている場合，その終端付近での角度と火口からの距離
の関係を求め，その変化が等差的である場合はその差
により，等比的である場合はその比により延長し外挿
した．第 2 図（4）において，角度ごとの変化が等差的
である場合は， x = c + ( c - b ) 2 / 3 + (  b - a ) 1 / 3，等比的
である場合は，x : c = c : b  となるようにした．なお，
3）及び 4）の等差的である場合の式の中の係数は，既
存の等層厚線資料から経験的に求めた値である．
　5）上記の 2）3）4）いずれの場合も，この補間を完
全に閉じていない既存等層厚線の両端から行った場合，
接合点ではズレが生ずる場合がある．この場合は，そ
のずれの中間で接合するように両側からの延長の差ま
たは比の割合を調節した．
　6）5）の方法によっても，完全に閉じていない既存
等層厚線と補間した層厚線とのつながりが滑らかでな
い場合があった．この場合は，角度ごとの値の移動平
均を取るなどの方法により整形した．
　7）既存等層厚線が火口直近にしか示されていない場
合などには，上記の方法だけでは，降灰域が極端に広
くなり，非現実的な値となる場合があった．この場合，
既存等層厚線の末端部をその長さの 5 % 程度内をめどに
修正した後に補間作業を実施した．
　8）火口を中心とする 10 度ごとの角度で火口からの距
離と層厚の関係を 36 例求め，それぞれの曲線を火口側
に外挿することによって求められた最大値 36 個の平均
を算出し，この値を最大層厚とした．等層厚線図は，一
般に火口に近くなるほど層厚が急激に厚くなる傾向が
あり，そのまま火口直近まで外挿すると，極端に厚い
値になってしまう場合がある．そのため，火口から 1
km の値までを求め，それを最大層厚とした．なお，分

布域が極端に狭いユニットなどで，原著者により，火
口から 1 km より内側にも等層厚線が描かれている場合
には，その値と本報告で求めた値を比較し，大きいほ
うの値を最大層厚とした．
　9）等層厚線の数が極端に少ないユニットについて
は，分布面積が似た別なユニットの値を参考にして補
間した．
　なお，ごく最近に噴火した火山灰の層厚は，堆積直
後に測定されたものが多いのに対し，地質時代の噴出
物のそれは，圧密後の値である．そのため，これらは
厳密には直接比較できるものではないのであるが，本
研究ではこれらを区別していない．なお，一部のユ
ニットについては，等層厚線ではなく，等重量線のみ
が描かれている場合があった．このような場合は，最
近に噴出した火山灰のみであるので，1 kg/m２ を厚さ
1 mm に換算して表示した．

3.2　等層厚線図のメッシュデータ化

　層厚のデータを国土数値情報による標準地域メッ
シュ第 3 次地域区画（緯度 30 秒，経度 45 秒を縦横 1 辺
とする約 1 km のメッシュ）で整理するため，3．1の方
法で整理した各層厚線の間にあるメッシュにおける層
厚の値を対数スケールによる内分比で求めた．メッ
シュの中心の層厚をそのメッシュの値とした．データ
表示の範囲は，北緯 24 度～ 46 度，東経 123 度～ 149 度
である．なお，この範囲を越える分布を示すユニット
については，その外側の部分についてもメッシュデー
タ化を行った．地図上への表示に際してはランベルト
方位図法を用いた．

3.3　データベース作成

　火山灰ユニットの番号，給源火山名，火山灰ユニッ

Fig. 2

第 2 図　等層厚線補間の方法を示す略図．
   Schematic figures to show how to complete

               the isopach.
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Fig. 3

e)

第 3 図　わが国の各火山灰の各地点の層厚例．
　　　　   a）三宅島SBA，b）那須岳大沢ユニット，c）摩周
　　　　  カルデラ茶内群，d）赤城山赤城行川1，e）屈斜路
                   カルデラクッチャロ羽幌，f）姶良カルデラ姶良Tn
                   火山灰．

  Example of the distribution map of the each ash fall unit.
                   a) SBA, Miyakejima, b) Osawa unit, Nasudake, c) Chanai
                   group, Mashu caldera, d) Akagi Namekawa 1, Akagi,
                   e) Kuccharo Hahoro, Kusharo caldera, f) Aira Tn, Aira
                   caldera.

トの名称，略号，噴出年代，文献，等のデータを，各
文献から引用し，ユニットごとに入力した．それらを
付表 1 に示す．
　ここで，各ユニットの年代値に幅がある場合は，以
下の作業では，若い方の年代を採用した．付表 1 中の最
大到達距離，分布面積，及び体積は本研究で求めた
メッシュごとの値より算出したものである．
　火山灰の体積は，既に公表文献に記載されているこ
とがあり，町田・新井編（2003）は ,それを火山爆発度
指数，VEI（Volcanic Explosivity Index）（Newhall and
Self（1982）を引用）として各ユニットの値をまとめて
表示した．この表示法では，火山灰の体積は一桁区切
りで表される.この値と本研究で求めた体積とは 162 の
ユニットについて比較でき，そのうちの 76 % は，一致
して対応した．本研究で求めた体積のほうが小さかっ
たユニットは 19 %，大きかったユニットは 5 % であっ
た．一致しなかったのは，例えば既存公表資料の中に
示された等層厚線の数が少ない場合であり，遠方に達
した 0 cm の等層厚線のすぐ内側に 15 cm の線が描かれ
ているなど，火口からの距離と層厚の相関が不自然な
場合に相当するものなどであった．
　3.1 章で示した方法によって生じるであろう個々の誤
差の見積もりは行っていない．体積などを真の値と比
較しようにも，そもそも真の値は不明であり，既存の
公表資料中のものもすべて推定値である．結果的には，
上記のように，本報告で求めた火山灰の体積が，既存
公表資料のそれと大きな差はないことから，本報告で
得られた個々のユニットの値はおおむね妥当であると
して以下の議論を進める．

4．降下火山灰データの表示

　メッシュごとに入力されたデータを様々な図表に出
力した．各メッシュが被った火山灰の厚さを降下火山
灰ユニットごとに表示した（第 3 図，付図 1）．図中，既
存公表資料中に示された等層厚線を赤で，本件で新た
に描いた部分を青でそれぞれ示した．各等層厚線の層
厚値は，原著者によりさまざまな区切りの数値が用い
られている．本報告では，層厚を 10 段階に区分し，色
の違いで示した．層厚の色分けはすべての図に共通で

f)

←
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Fig. 4

第 4図　各点の降下火山灰総層厚．
　　　　   a）最近の1,000年間，b）最近の1万年間，c）最近
　　　　   の 10万年間．

   
 
Total thickness of the volcanic ash fall.

                    a) in the last one thousand years, b) in the last ten thou-
                     sand years and c) in the last one hundred thousand years.

a)

b)

c)

ある．紙面の都合上，縮尺は段階的に適宜変えてある．
各地方自治体の境界及び名称は，縮尺により表示法を
変えてある．第 3 図には，それぞれ縮尺の異なる 6 例の
みを示した．他のユニットを含めた全図は，電子情報
として保存し，地質調査総合センターの地質調査研究

報告のホームページ上で閲覧できるようにした（http:/
/www . g s j . j p / P u b /Bu l l _ n ew / v o l _ 5 8 / 5 8 _ 0 9 /
58_09_01_01.pdf）．また，各メッシュが被った降下火
山灰の層厚及び回数を日本全図上に，1,000 年前，1 万
年前，10 万年前を年代の区切りとして表示した（第 4，
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Fig. 5

第5 図　各点の火山灰降下回数．
                    a）最近の1,000年間，b）最近の1万年間，c）最近
                    の 10万年間．

   
 Total number of the volcanic ash fall unit.

                     a) in the last one thousand years, b) in the last ten thou-
                    sand years and c) in the last one hundred thousand years.

a)

b)

c)

5 図）．年代の区切りはいずれも適宜変更して表示する
ことも可能である．また，特定の地域に限って表示す
ることも可能である．
　すべてのユニットをある 1 点から噴出させた場合の方
向別距離別降下火山灰の層厚及び回数を第 6，7 図に示

した．最近の 1,000 年間程度の期間では，ユニットの数
が十分でないために方向別のばらつきが幾分みられる
が，1 万年及び 10 万年程度の期間では，多くの火山灰が
東方に集中して分布する様子がよくわかる．
　国土数値情報は，各地方自治体との対応が容易にで
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Fig. 6

第6 図　ある1点から噴出したと仮定した場合の距離別方向
　　　　別火山灰層厚．
　　　　    a）最近の1,000年間，b）最近の1万年間，c）最近
                    の 10万年間．

   
 Total thickness of the volcanic ash fall, which eruption

                center were fixed on the same place.
                     a) in the last one thousand years, b) in the last ten thou-
                     sand years, and c) in the last one hundred thousand years.

a)

b)

c)

きるシステムであり，全国の 1,973 の市区町村（2007 年
2 月 13 日現在）について，それぞれの管内の火山灰の情
報が引き出せるようにした．なお，図示した市区町村
界データは 2006 年 7 月 1 日まで，市町村役場位置データ
は 2007 年 1 月 1 日までのものをそれぞれ使用した．その
結果を付表 2 に示す．これにより，交通運輸及び防災関
係者，各種産業従事者等が，それぞれの地点における
過去の降下火山灰堆積量のデータを簡単に引き出せる

ようになった．例えば東京都庁舎付近では，最近の
1,000 年間，1 万年間，10 万年間の火山灰の堆積回数と
層厚は，それぞれ，3 回，5 回，17 回，及び 8.6 cm，18.9
cm，807.9 cm である（第 2 表）．また，ある特定の火山
灰のユニットについて，特定の地点の層厚の情報を引
き出すことも容易である．例えば，富士山の宝永噴火
では，羽田空港では 8.7 cm，成田空港では 4.2 cm それ
ぞれ堆積したことなどが読み取れる．
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Fig. 7

第7 図　ある1点から噴出したと仮定した場合の距離別方向
　　　　別火山灰回数．　
　　　　　a）最近の1,000年間，b）最近の1万年間，c）最近
　　　　　の10万年間．

   
  Total number of the volcanic ash fall unit, which eruption

                center was fixed on the same place.
                     a) in the last one thousand years, b) in the last ten thou-
                    sand years, and c) in the last one hundred thousand years.

a)

b)

c)

５． わが国の降下火山灰の特徴

5.1　火山灰のユニット数

　はじめに記したように，本報告で記載したのは等層
厚線が公表資料に描かれている火山灰のユニットであ
る．このほかに，町田・新井編（2003）は等層厚線が
公表資料に描かれていない 110 余りの火山灰のユニット
を示しており，既に何らかの記載のある火山灰の数は

これより多いと思われる．最近の 10 万年間の火山灰に
限れば，最近の 20  年間では，等層厚線が描かれたユ
ニットの公表数は，年間 20 ユニット弱で推移している．
このままの速度で公表が進めば，等層厚線の描かれた
火山灰のユニットの数は 20 ～ 30 年後には 1,000 に達す
ることになる．
　一方，最近の 10 年間で，公表された等層厚線の描か
れたユニット数の増加割合が 64 ％ であるのに対し，そ
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第2表　東京都庁における降下火山灰のデータ．　
Table 2   Volcanic ash fall data at the Tokyo Metropolitan Government Office.

Fig. 8

第 8 図　火山灰の年代とユニット数の関係．
   Relation between the number of the ash fall unit and the eruption age.

れらの総体積の増加割合は 3 ％ であり，規模の大きな
ユニットの記載は増えていない．今後もこの傾向が続
くものとすると，比較的規模の小さい，すなわち火口
の近くにのみ分布するような火山灰の公表例が増えて

いくことになる．大都会にも災害を及ぼすと考えられ
る規模の大きなユニットについては，本報告では既に
おおむね網羅しているものと判断される．
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5.2　火山灰の年代

　わが国の降下火山灰の年代とユニット数の関係につ
いては，新しいユニットは数多く保存され記録されて
いるのに対し，時代が古ければその数が少なくなるこ
とが，第 8 図を見れば明瞭にわかる．本報告で採用した
ユニットの中では，その噴出年代は，西暦 2000 年を基
準にすると，最近の 100 年間が 37 ユニット，同 1,000 年
間が 93 ユニット，1 万年間が 243 ユニット，10 万年間が
465 ユニットである．
　有史の年代のユニット数を細かく見ると，最近の 50
年間では 30 ユニットであるのに対し，その前の 50 年間
では 7 ユニットであり，また 19,18 世紀はそれぞれ 15 ユ
ニット，17 世紀は 13 ユニットと，あまり規則性はない．
一方，世界の火山の噴火資料を整理した Simkin and
Siebert (1994) が示した噴火の頻度図によれば，最近の
数百年間では，時代が新しくなるとともに噴火数は滑
らかに増加している．したがって，今回収録したわが
国の有史の火山灰噴火の時代別頻度分布から，最近の
数百年間の火山灰のユニットの数を基準にして，保存
されていない小さなユニットまでを含めた過去の古い
年代の火山灰のユニット数を推定したり，詳細な将来
予測をするための統計的な処理をするのには資料数は
十分ではないことがわかる．

5.3　火山灰の到達距離

　本報告で取り上げた降下火山灰ユニットの中では，
火口から 50 km，すなわち，富士山を例に取り上げる
と，大磯，伊勢原付近までの距離が到達限界である火
山灰のユニットが全体の約半数を占め，火口から 100
km 以上，すなわち富士山から東京都心以遠まで達する
ユニットは 3 割以下である．火口から 2,000 km 以上の
距離に達した火山灰は，大隈降下軽石，阿多降下軽石，
姶良 Tn 火山灰，阿蘇 4 火山灰，鬼界葛原火山灰，白頭
山苫小牧火山灰の 6 ユニットである．

5.4　火山灰の分布面積

　本報告で取り上げた降下火山灰ユニットの約 6 割の分
布面積は 2,000 km２，すなわち，おおよそ東京都の面積
以下である．一方，日本の面積，約 38万km２ より広い
分布域を有するユニットの占める割合は 3 % 以下であ
る．100万km２ より広い分布域を有するユニットは，前
項にあげた 6 ユニットと鬼界アカホヤ火山灰及び阿蘇 3
火山灰である．

5.5　火山灰の体積

　本報告では，火山灰のユニットを細分化したものも
資料として収集した．以下の体積の議論では重複を避
けて計算した．取り上げた火山灰 524 ユニットの本報告
で求めた体積の合計は 4,708 km３ であり，そのうち最大

10 のユニットの合計体積は全体積の 83 % を，最大 100
のユニットの合計体積は 98 ％ をそれぞれ占める．
　最近 1,000 年間の火山灰の総体積は約 53 km３，同 1万
年間で 549 km３，10 万年間で 3,667 km３ であり，対数
の時間スケールで区切ると，単位時間当たりの火山灰
堆積量はほぼ一定であることになる．しかしながら，
等分で時間を細かく区切ると，その中に巨大な噴火を
含むか否かにより桁違いの差が生じる．例えば 1,000 年
ごとに区切った最近 1 万年間の堆積量，1 万年ごとに区
切った最近 10 万年間の堆積量の値を比較すると，それ
ぞれの中で最大 3 桁の違いがある．すなわち，最近の
1,000 年間や 1 万年間の火山灰の時間当たりの堆積量が，
オーダーとして，最近の 10 万年間の平均堆積量と近い
値を示すのは，偶然である．
　富士山の宝永噴火では，本研究で用いた算出方法に
よれば，約 1.3 km３ の火山灰が堆積したことになるが，
この体積は本研究で取りまとめた全ユニットの，大き
い方から 4 分の1程度の順番に相当する．またこの体積
は，新富士火山期のほかの火山灰の総体積の約半分に
匹敵する量であり，一方，古富士火山期の火山灰堆積
量は，これの 106 回分に相当する．

６． まとめと研究成果の今後の活用方法

　降下火山灰は，厚さ 1 mm，あるいはそれより少量で
あっても，産業活動の中心である大都市も含めた広範
囲にわたり大きな災害をもたらす可能性があるが，こ
れまで，その総括的評価はなされていなかった．本研
究では，わが国の降下火山灰の分布に関する既存の公
表資料を整理し，補間等を行うことによって，火山灰
の等層厚線図を完成させ，火山灰名，噴出火山名，噴
出時代，文献等を整理し，ディジタイズ化及びデータ
ベース作成を行った．収録した火山灰のユニットは，
551 であり，作成されたデータベースから，国土数値情
報の第 3 次メッシュ，すなわち約 1 km メッシュの各火
山灰の名前，噴出年代，層厚などの情報が引き出せる
ようにした．そのほか，火山災害に関わる当事者が，過
去の各地点の降灰状況を容易に読み取れるように様々
な表示方法を試みた．
　本研究で作成した降下火山灰のデータベースは，国
土数値情報に基づいているために，各地方自治体の
データを取り出すことが容易である．また，位置の情報
として約 1 km のメッシュを採用しているために，工場
や交通などに関する防災関係者が，具体的なそれぞれ
の現場で必要な情報を取得できるメリットがある．す
なわち，自分の居住地や勤務地には，過去のいつごろ
に，どの火山から，どれくらいの火山灰が飛んできたこ
とがあるか容易に知ることができる．今後のスムーズ
な情報の提供を，電子情報等を通じて行う予定である．
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付図1　わが国の各火山灰の各地点の層厚．
　　　　   地質調査研究報告のホームページ上で閲覧できる（http://www.gsj.jp/Pub/Bull_new/vol_58/58_09/58_09_01_01～15.pdf）．
Appendix fig. 1  Distribution map of the each ash fall unit.
                   Readable on the website, http://www.gsj.jp/Pub/Bull_new/vol_58/58_09/58_09_01_01-15.pdf.
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付表2　各自治体の降下火山灰一覧　層厚の単位はcm.
Appendix table 2  Data base of the ash fall deposit for each municipality. Thickness is shown in centimeter.
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